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Ⅰ　は じ め に
1．本論の対象
　2017 年から今年にかけて，日本を代表する大手企業で，製品検査のデータを改竄す
るという不祥事が連続して発生した。余震はこの原稿を書いている時点でも続いている1）。
本稿は，神戸製鋼株式会社（以下「神鋼」），三菱マテリアル株式会社子会社三菱アルミ
株式会社（以下「三菱アルミ」）及び同株式会社ダイヤメット（以下「ダイヤメット」），宇
部興産株式会社（以下「宇部興産」）並びに日産自動車株式会社（以下「日産」）で起きた
製品検査結果データ改竄や架空データ入力などの製品検査に関する不適切行為事件につ
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いて，当事者会社が行った第三者委員会調査報告書をベースにその原因を探ろうとする
ものである 2）。東レ株式会社（以下「東レ」）も，同様の時期に，顧客との合意の仕様に
合致しない製品について検査結果を改ざんして仕様に合致したものとして出荷した事件
を起こしている。しかし，東レの事件については有識者による調査報告書が出ているも
のの，その内容がずさんで 3），そこから不適切行為の原因を探ることは不可能である。
不適切行為の研究には，新聞やインターネット情報では不足であり，現場や当事者の綿
密な調査に基づく，ある程度信頼できる調査報告書が不可欠である。そこで東レは本稿
の研究対象からは外すこととした。
Ⅱ　 神鋼，三菱マテリアル子会社，宇部興産及び日産自動車に
なにが起きたのか
1．不適切行為の例の紹介 
　前掲各社が，製品あるいは完成車検査の不適切行為として，どういうことを行ったか，
ということは，各社の独立委員会の調査報告書に詳細に記述してある。しかし，この小
論では，詳細な事実は書ききれない。各社が行ったことの詳細は各社が開示した調査報
告書をご参照ねがいたい。 
2 ．神鋼の不適切行為の例
　神戸製鋼の多数の事業所及び子会社は，顧客と合意した仕様に違反した製品を検査デ
ータを改竄して合格品として出荷してきた。例えば，材料検査の結果が顧客仕様を満た
さなくとも顧客仕様を満たすように検査結果を書き換えた。このような行為を真岡製造
所では「トクサイ」と呼んでいた（特採）4）。遅くとも 1970 年代から行われていた。キ
ャン材の L反り検査では，顧客仕様に満たない製品もそれが顧客からのクレームにつ
ながらない程度と考えた場合は，検査結果を改竄し合格品として出荷していた。これは，
遅くとも 2000 年代初頭から行われていた 5）。油圧鍛造品と砂型鋳造品の引張試験では
ミルシート発行システムに虚偽の検査結果を入力していた。これらの行為は 1982 年こ
ろから行われていた 6）。
　品質検査結果に対する不適切行為の実行者は，ほとんどが品質保証部，各品質保証室，
製造部精整室ある或は検査班の室長，スタッフ自身である。彼等の上司は，例外的に若
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い頃に品質保証部を経験した者を除いて，これを認識していない。
　役員 Fは，真岡製造所で品質保証部門担当者，主任部員，品質保証室長を勤めており，
1983 年頃は自身が不適切行為を行い，あるいは部下に指示していた。その後，アルミ・
銅事業本部真岡製造所技術部長，アルミ・銅カンパニー真岡製造所長，常務執行役員，
専務執行役員，代表取締役副社長及び顧問等を歴任している。役員 Fは不適切行為の
存在を知っていたにもかかわらず，これを止めさせることも，取締役会に報告すること
もしなかった。
　このような不適切行為が行われるようになった原因の一つとして，調査報告書は，「不
十分な組織体制」を挙げる。神鋼は，長年，カンパニー制を取っていて，各カンパニー
には大幅な権限委譲がなされており，その独立性は非常に強かったと指摘されている。
カンパニー制は 2010 年に廃止され，事業部門制になったが，依然として事業部門の独
立性が強く，神鋼には全社的にコンプライアンスを統括する役員や部署が存在しなかっ
た。本社管理部門は，事業部門で収益が上がっているかぎり，品質活動や品質問題に口
出ししようとせず 7），現場の生の声を吸い上げることがなかった。さらに，組織構造と
して，製造部門の下位組織として品質保証部門が設けられ，その独立性が確保されてい
なかった。そのスタッフに対する教育も十分ではなかった。
　さらに，収益重視の経営の結果，「工程能力に見合わない顧客仕様等に基づく製品の
製造」の無理な受注が行われてきた。これは後述の三菱マテリアル子会社のダイヤメッ
トにも共通する問題である。正直に工程能力の限界を顧客に告げると失注につながり，
利益が低下し，工場自体が操業停止に追い込まれるおそれもあった 8）。貧すれば鈍す，
である。
　さらに，神鋼では，不適切行為をやり易いような品質管理手続が行われた。たとえば，
神鋼が製品の品質について発行するミルシート作成に当たっては，検査員が手作業で検
査結果を記録しており，改竄が容易であった。　また，検査員の作業のダブルチェック
体制もなかった。人事ローテーションもなかった。後述のクレッシーの指摘する不正行
為をしやすい環境（opportunity）が形成されていた
3． 三菱マテリアル株式会社の子会社である三菱アルミ及びダイヤメットの
データ改ざん
　三菱アルミ富士製作所では，顧客と合意された規格値を逸脱した不合格品の一部につ
いて「特採処置実施規定」9）と呼ばれる非公式な内規に基づき，試験データを書き換え，
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顧客との合意規格に合致する製品として出荷していた。これは 2016 年 11 月に社内調査
の結果，判明し，これを受けて三菱アルミは，事実調査及び原因究明を行い，再発防止
策を策定・実施した。親会社の三菱マテリアルは 2017 年暮れから富士製作所の特別監
査を実施し，さらなる不適切行為が発見された。三菱アルミは立花金属の品質監査を実
施した。その結果，立花金属でも，試験結果の書き換えが行われていたことが発覚した。
その後，三菱マテリアルが 2018 年初頭に立花金属の特別監査を実施したところ，さら
なる試験データ書き換え行為や JIS規格違反が発見された。
　三菱アルミでは，引張試験の試験データを書き換えることは遅くとも 1990 年代後半
には行われていた。調査報告書が指摘する三菱アルミの不適切行為の原因は次の通りで
ある。①品質・規格遵守に対する意識の低さ，②「受注」「納期」偏重の姿勢と無理な
受注，③製品検査担当者に対する納期のプレッシャー，④縦割り組織の弊害，⑤必要知
識の周知徹底不足，⑥従来の慣行への安易な依拠，⑥工程能力を超える仕様で受注・生
産，⑦検査人員の不足。
　三菱マテリアルの子会社のダイヤメットでは，最終検査が実施されなかったり，最終
検査の後追い実施をやったり，不適合品流出を放置したりした。さらに，製造者偽装も
行っていた。検査成績表の数値の書き換えをしたり，「検査特採」の名のもとに仕様に
合わない製品出荷したり，磁気探傷検査工程の省略も行った。
　ダイヤメットでは，親会社の三菱マテリアル社員相談室への内部通報が発端でこれら
の不適切行為が発覚し，社内調査委員会の調査をへて原因究明がなされ，再発防止策が
策定・実施された（先行発覚事案）。それでもまだ不適切行為が行われているとの内部通
報があった。事実，ダイヤメット新潟工場では親会社派遣の社長の指示で不適切行為が
継続していたことが確認された。この社長（当時）は，不適切行為が継続されているこ
との報告を受けた。しかし，当時先行発覚事案の対応や顧客対応等に忙殺されていたの
で新しい問題に対処するだけの資金的・人的余力が残っていなかった。そこで，新しく
発見された問題の対策は時間をかけて少しずつ行うこととし，情報を隠蔽させた。会議
に同席していた常勤取締役からも異議はでなかった。ダイヤメットは 2017 年 3 月に一
時債務超過に陥っていた。「貧すれば鈍す」の典型である。
　ダイヤメットは，業績低落傾向からその利益を確保するため，設備・人材への投資を
抑制し，工程能力を顧みずに受注拡大に走り，工程能力を超えた受注により不適合品が
増加し，不適合品対応のための追加コスト発生によりさらに業績悪化を招くという極端
な悪循環に陥っていた 10）。ダイヤメットの各部門は，日々の製品供給に忙殺され，ま
ともな受注ができるような工程能力確保等の根本的な改善を行うことができなかった。
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これらの不適切行為については，1977 年ころから不適合品の流出放置が始まっていた
という者もいる。また，品質管理課長が，顧客が使用する上で支障ないと判断した場合
に出荷ができるとする「検査特採」と呼ばれる制度は 1977 年ころには存在してい
た 11）。
4 ．宇部興産事件
　宇部興産では，多品種の商品について①試験結果の捏造，試験の省略，②試験結果の
改竄，③契約とは異なる試験方法の適用，④原料の原産地のごまかし 12），⑤試験の省
略を行った。これらの不適切行為は，1980 年代以降行われてきた。不適切行為の実行
者は，品質保証チームの主任や係員であったが，宇部興産の子会社である宇部MCの
過酸化水素に関する不適切行為については，その実行当時の技術部長であり後に宇部
MCの社長になり，その後同社顧問を務めることとなった者の指示で不適切行為が始
まった。
　宇部興産グループでは，品質保証業務が比較的低く位置づけられていた。製品の品質
に実質的問題がないという製造工程への過信があった。業務合理化に伴う人員の不足も
背景にあった。経営陣にとっても品質保証業務が重要であるとは認識していなかった。
品質保証より納期優先の考え方。問題を表面化させない閉鎖的風土があった。
5．日産の完成車検査における不適切行為
　道路運送車両法第 58 条は，「国土交通大臣の行う検査を受け，有効な自動車検査証の
交付をうけている者でなければ，これを運行の用に供してはならない。」と規定する。
同一モデルが大量生産される自動車については，「型式指定制度」を定め，自動車の製
作者等の申請により，現物提示による検査をしなくともよいことになっている。型式指
定制度においては，型式指定の申請者による申請を受け，国土交通大臣が保安基準審査
及び均一性審査を行った上で，型式指定が行われる（同法 75 条）。型式指定の申請者は，
保安基準適合性審査（完成検査）を実施した後，自動車の譲受人に対し，完成検査終了
証を発行する。完成検査の詳細な基準は，通達によって定められている。通達によれば，
完成検査に従事する検査員は，当該検査に必要な知識及び技能を有する者のうちからあ
らかじめ指名されたものでなければならない。又，国が例示している検査方法に替えて
自動車メーカーの独自の検査方法により完成検査を行うことも認められている。
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　日産では，「完成検査員の任命及び教育に関する基準」を定め，これに従い完成検査
員を指定している。
　日産の完成検査員は，従業員で一定の要件を満たし，さらに集合教育を受講し，最終
試験に合格した上で，完成検査実習を経て任命されていた。完成検査員には，完検バッ
ジと完検印が支給される。完成検査をする際には，完成検査票が用意され，完成検査工
程毎に，完成検査を担当した完成検査員の完検印が押される。
　日産の各車両工場においては，完成検査員に任命とは無関係に「見極め」と呼ばれる
独自の作業の習熟基準に基づいて完成検査を行うことができるかどうかが判断されてい
た。そして，各検査工程毎に習熟度査定を通った補助検査員に単独で完成検査をさせて
いた。　完成検査員の資格を有していても，「見極め」に合格しない工程に関しては，完
成検査ができなかった。「見極め」に合格した補助検査員が単独で検査をした場合には，
完成検査員の印鑑の貸与をうけ，それを完成検査票に押印していた。貸与する完検印が
不足すると，予備印が作られた。課長以上の者はがこれらの事実を知っていたとの証拠
はない。
　追浜工場では，1989 年には補助検査員が完成検査に従事していた。栃木工場では，
1979 年にはすでに行われていた，という者もいる。
　日産には，「検査工程に習熟した者が完成検査を行う以上，実質的に完成検査の適正
性は担保されており，大きな問題ではない」という考えが蔓延していた。「昔からのや
り方であり，『先輩』から言われたとおりに完成検査を実施したにすぎない。」という現
場の意見（日産九州）もある。また，完成検査員の任命・教育基準書が実体と乖離して
おり，同基準書に従って完成検査員を養成することには不合理な面もあった。完成検査
員の人数も不足しており，特に追浜工場では昼のみの勤務態勢から昼夜二交代制になっ
たにもかかわらず，それに応じた完成検査員の増員がなされなかった。
Ⅲ　各社の調査報告書の結論の問題点と本当の原因
　上記の不祥事はすべて長年にわたって行われてきたものである。指摘された不適切行
為が長期にわたって行われてきたことの原因の一つとして調査報告書の多くは「企業の
コンプライアンス意識の鈍麻」13），「コンプライアンス意識の不足」14）あるいは「規格遵
守に対する意識の低さ」15）であるというような精神論を展開している 16）。しかし，これ
らの調査報告書は，問題を起こした企業の中で不適切行為がかなり広範に行われたこと
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をもってこのように指摘しているのであろうが，指摘された不適切行為以外の遵法意識
の鈍麻を示すような事実はどの調査報告書の中で指摘されていない。すなわち，各社の
不適切行為の原因を指摘する目的で，その不適切行為が長期かつ広範に行われたことを
もって遵法意識の鈍麻と言っているのであり，これは問いをもって問いに答えるトート
ロジーに過ぎない。確かに，ダイヤメットや宇部興産の契約仕様書無視，社内規定無視
は度を超しており，「一事が万事」である疑いは濃厚であるが，調査報告書対象の不祥
事の発生原因として，遵法意識の鈍麻を指摘するなら，製品検査のごまかし以外にも，
会社全体に遵法意識が欠如していたことを示す例を少なくとも二・三挙げるべきであろ
う。さらに，このような精神論に原因を求めることの有効性も大いに疑問である。精神
論を強調しても，不祥事が少なくなるとは思えない。ただし，社風というものは日本ば
かりではなく，外国の会社にもあり，清廉な社風を創り出すことは，不祥事防止に有効
であることは外国でも認められている。この社風はトップが作り出すものであって，一
般社員が作り出すものではない。アメリカでも「トップの姿勢（ tone at the top）」が
大切であることは常識となっている 17）。それにしては，各調査報告書とも，トップの
姿勢を批判したものはない。100 回のコンプライアンス講習会よりも，CEO，COOあ
るいは CFOなどの経営陣が取締役会等でコンプライアンス違反を厳しくとがめ，社員
向けの挨拶や社内誌などで，繰り返しコンプライアンス重視の企業方針を強調すること
の方が大きな効果がある。
　この研究の対象の企業不祥事には共通原因がある。それは，各社の不適切行為がかな
り以前から始まっていることである。神鋼及び日産では，データ改竄は早いもので
1970 年代後半から始まっており 18），日産自動車栃木工場では 1979 年頃から行われてい
た 19）。三菱マテリアルでは，JIS規格検査違反については 26‒27 年前から（すなわち
1990 年頃から）行われていたと述べる者もいる。宇部興産では 1986 年頃から検査成績表
の偽装が始まったようである。プライアンス意識が低かった時代，すなわちコンプライ
アンスという言葉すらなかった当時の日本の製造業の法令遵守感覚の下で始まった不適
切行為が，そのまま踏襲・継続され，世間一般のコンプライアンス意識が高まった現在
にまで継続され，世間一般のコンプライアンス意識との間の懸隔があまりに大きくなり，
そのためマスコミ等から厳しく指弾されたのではなかろうか 20）。すなわち問題は，コ
ンプライアンス意識の鈍麻ではなく，世間のコンプライアンス意識の変化について行け
なかったという社会の変化に対する注意力の鈍麻ではなかったのだろうか。本稿では精
神論を排し，これらのおなじような不祥事の原因を，各社の調査報告書をベースにもう
いちど探って見ようとするものである。
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Ⅳ　クレッシーの三角形
　アメリカのインディアナ大学の刑事学の教授である Donald R. Cresseyの研究による
と，ホワイト・カラー・クライムの原因要素は三つに分類できる。不祥事を起こさなけ
ればならないようなプレッシャー（pressure）とそのような不祥事を起こしやすい環境
（opportunity）及び不祥事を行ったことの正当化事由（ rationalization）である 21）。クレッ
シー教授は，これを三角形で表示しており，クレッシーの三角形として有名であるが，
三角形に意味はない。要するにホワイト・カラー・クライムに共通する要素として前記
3つの要素がある，ということである。この分析は，日本の多くの企業不祥事にも妥当
する。これを分析の道具として各社の不適切行為に当てはめてみよう。
1．プレッシャー
　プレッシャーについては各社の検査担当者に大きなプレッシャーが掛かっていた。神
鋼については根本的原因として次の事情が指摘されている。①収益偏重の経営と不十分
な組織体制，②バランスを欠いた工場運営と社員のコンプライアンス意識の低下，およ
び本件不適切行為を容易にする不十分な品質管理手続，を挙げる。収益重視の経営は，
現場の末端に高い利益目標達成を強要した。仕様の基準に合致しない製品が製作された
場合，これを廃棄し合格品を作り直すことは更にコストが掛かるし，顧客に対する納期
遅延を引き起こし，損害賠償請求を発生させるから高い利益目標達成には障碍になる。
そこで，高い利益目標は，不合格品を出さないようにとの検査現場に対する強いプレッ
シャーに変化する。このプレッシャーは製造部門にも，品質検査部門にも掛かるが，そ
れは弱い部門に収斂しがちである。企業の従業員にプレッシャーを掛けると，担当者は
プレッシャーから逃れようとする。もっとも手っ取り早い方法はごまかしでプレッシャ
ーから逃れる事である。神鋼では，最も力の弱い品質検査部門にプレッシャーがより強
くかかり，それが仕様に満たない製品のデータを改竄して，仕様に合格したことにする
という結果になった。又，高い利益目標は，工程能力を十分に検証することなく受注高
を上げる生産至上主義に走らせる原因となった。また，工程能力を上回る製品の受注
は 22），必然的に不完全な製品の増加をもたらした。力の弱い検査部門は，営業部門に
199
製品検査データ改竄と日本企業のコンプライアンス
第 15 巻第 3号（2018）
対して無理な受注を控えるようにする力はない。これは，三菱マテリアル子会社ダイヤ
メットのデータ改竄事件に最もよく当てはまる事情である。神鋼にも，日産にもダイヤ
メットほどではないが，当てはまる。品質データ改ざん事件ではないが，過剰な収益至
上主義が，大きな不祥事を引き起こした好例が東芝不正会計事件であり，他の例も枚挙
にいとまがない 23）。
　検査部門の人員不足もプレッシャーとなる。とくに，検査員の絶対数が決定的に不足
していたのは，追浜工場に代表される日産自動車であった 24）。ダイヤメット 25）でも，
宇部興産 26）でも，最終検査人員が不足していた。人員不足を理由に受入可能量以上の
品質検査を拒否するという選択肢は各社の品質保証担当にはなかった。
　品質保証部門の相対的地位の低さ 27）も，品質検査担当に対するプレッシャーを増大
させた。
2．正　当　化
　不適切行為は，長年続いた先輩からの引継ぎ事項となることにより，正統性を帯びる。
品質保証担当部局に新たに配属になった新入社員や他の部署からの移動者は，先輩から
の「以前からやっている。先輩もやってきた。問題も起こっていないし，誰も問題にし
ていない」という説明を受ける。三菱アルミの調査報告書は「前任者からの引継ぎや，
関係部署から指示された試験データの書換えについて，何ら疑問を持たずに，言わばル
ーティンとして不適切行為を継続したことが認められる。」「これは……従来から行って
いる慣行に安易に依拠していたことを示すものと言わざるを得ない。」と指弾する28）。「安
易」かどうかはかなり疑問である。その部署に新たに配属された新人が，先輩のやって
きたことに疑問を持ち，それを是正することはかなり難しいことである 29）。まして，
同じ事をしていた先輩が，会社の副社長にまで昇進している場合（神戸製鋼）はなおさ
らである。
　調査報告書によれば 1970 年代に神鋼の真岡製造所ではじまった「トクサイ」30）は次
第に他の事業所にも広がってきた。「トクサイ」とは，品質基準・仕様に満たない製品を，
顧客の承認を得て，あるいは得ないで，品質について合格扱いすることである。三菱ア
ルミでも，類似の不適切行為が「特採」「トクサイ」と呼ばれてきた 31）が，この様な特
殊用語が会社を超えての伝播したことは単なる偶然の一致とは思えない。しかし，この
点についてはどの調査報告書にもその理由は明らかにされていない。そういう制度と言
葉ができたこと自体が，不適切行為に正統性の外見を持たせることになる。
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　日産の事件では，完成検査員の資格授与要件が細かく規定されていなかった。他方，
完成検査工程は単純なものから複雑なものまであり，社内の完成検査規程に従うよりも，
それぞれの工程に応じた完成技能の審査を行うことが現実に適合しており合理的であっ
たようである。例えば，ハンドル切角検査では，特別な技術がほとんど不要で，完成検
査員が他の検査に従事してハンドル切角検査ができないときに，最終工程の作業員が完
成検査員の代わりにこれを行うことは 32），非常に合理的である。また，逆に，日産で
も複雑な工程では，完成検査員の資格を有していても，特定の工程に関して「見極め」
と称する習熟度検査に合格しないと一人で完成検査作業を行うことはできなかった 33）。
つまり，社内規程による完成検査員資格付与と実際の完成検査が異なってきたのは，プ
レッシャーを回避するための便法のためだけではなく，完成車検査の実質を保証しよう
とする善意の合理的措置も含まれていた。日産でも，完成車検査では，このように完成
車検査の各工程について，その技量を実質的に見極めテストで検査し担保しており，そ
の方が合理的である，という正当化も行われていた。しかし，この見極め習熟度テスト
は，各社の品質保証担当セクションにおいて自然発生的に生まれたもののようであり，
社内関連各部局の検討を経た客観的に合理性がある十分な習熟度テストであるかどうか
の保証はなかった。
　不適切行為を行った多くの品質保証担当者は，「実質問題ないと思っていた」という。
日産ではそのことがある程度「見極め」による習熟度テストで担保されていたが，神
鋼 34），三菱マテリアル 35），宇部興産 36）においては，「実質問題ないと思っていた」は，
客観的データに裏付けされない単なる思い込みの域を出ていない可能性がある。
3．不適切行為を行いやすい環境（opportunity）
　各社とも事業部門が縦割りで独立性が乏しく，横の連絡や人員交流がなく，他部門か
らのチェックや牽制がされなかった。神鋼も合併による寄り合い所帯で，本社が品質保
証体制を現場に任せきりにしていた 37）。また，拠点間の人事交流も移動も少なく，閉
鎖的組織経営がなされていた 38）。日産では，管理者層と完成検査の現場との間には，
多くの壁があり，管理者層が完成検査の実体を把握できていなかった 39）。また，日産
では，伝統的に工場の自立性が尊重され，現場の一人一人の従業員が幅広い工程・作業
に習熟し，主体的に考え，業務を改善していくという文化が尊ばれてきた 40）。このこ
とも，工場独自の習熟度テストが社内規定に優先してしまった原因の一つであろう。宇
部興産に関しては，問題を表面化させない閉鎖的風土が宇部興産グループ全体に存在し
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ていた 41）。すなわち，不適切行為に関する情報が担当部局以外には漏れなかった。神
鋼では「不適切行為を容易にする品質管理手続」が指摘されている 42）。不祥事対策は，
予防（prevent），発見（detect），対応（ respond）を確実に行うことが必要である 43）。
　以上のように，神鋼，三菱マテリアル，日産，宇部興産事件では，不適切手続発生に
関してクレッシーの 3要素が十分に存在した。
　ほとんどの企業不祥事には，クレッシーの三要素が備わっているとすれば，このよう
な不適切行為を予防するには，クレッシーの三要素の全部を排除すればよい。プレッシ
ャーについては，品質検査員を独立させその品質に関する判断を絶対なものとし，他部
門からの検査結果判定に関する影響力行使を排除すればよい。また，十分な人員を確保
することも大切である。工程能力を無視した受注の制限も重要である。正当化について
は，日産については，見極めによる習熟度テストは合理性があるようであり，一度社内
規定について現場を交えて検査規程を見直す必要があろう。完成車検査に合理性がある
のかどうかは，外国との比較をしながら自動者工業会が行うべき事項となろう。完成車
検査の組織環境については，閉鎖的環境を，よりオープンな環境に変える必要がある。
上司が，検査現場を訪れ，本社あるいは他事業所との人事異動を増やすという対策が必
要であろう。
Ⅴ　結　論
　神鋼，三菱マテリアル子会社及び宇部興産の製品検査の不適切行為と，日産の製品検
査の不適切行為との間には大きな差がある。前者では，製品検査や製品の品質に関して
はかなりずさんな対応がなされていた。その原因は，なりふり構わない収益優先主義に
あった。現在のコーポレート・ガバナンス改革運動では，ROEが強調され，その反面，
製品の品質や，顧客利益や，従業員の利益や，社会，環境への配慮などは，背後に引い
てしまっている。このような収益重視主義が，これら三社の不適切行為の最大の原因だ
ったのではなかろうか。日産においては，完成検査員の配置方法が拙劣であったという
問題があった。日産においては，完成車検査の内規が現場の作業に合わず，現場は独自
に「見極め」とか「独り立ち」の基準を作って対処していた。報告書からも，その方が
合理的なのではないか，との疑念が生ずるが，法律家の調査の限界で，そこまでは調査
や検討はしていない。両社とも，現場あるいは技術者の目線から，完成車検査のシステ
ムを見直してみる必要がありそうである。
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